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第 1章 序章 

本章では、研究目的と問題意識、研究課題を示す。IT 企業の異業種多角化について、内

部資源の活用と外部環境への適応がどのように相互作用し、成否を分けるのかを明らかに

し、戦略判断に資する示唆を導出することを目的とする。 

筆者は ITベンダーとして複数分野のシステム構築や新技術導入に携わる中で、異業種と

連携した多角化プロジェクトを経験し、高い技術力や顧客接点を有する IT 企業であっても、

新市場進出の結果が分かれる点に着目した。 

また、クラウド、AI、IoT 等の進展を背景に国内企業の新規事業・異業種展開は活発化し

ている一方、取り組みが成果に結びつかない例も指摘される。以上を踏まえ、本研究では「な

ぜ IT企業でも異業種進出に失敗するのか」「成功と失敗を分ける要因は何か」「既存研究の

成功要因は IT企業にも適用可能か、IT企業特有の要因は存在するか」を問いとして設定す

る。 

 

第 2 章 先行研究 

本章では、多角化戦略に関する主要な先行研究と、IT 企業の多角化が持つ特徴・論点を

整理する。多角化研究では、アンゾフの成長戦略や、Rumelt の関連／非関連多角化が代表

的であり、成否は参入先との関連性、資源転用可能性、投資余力、ガバナンス、外部環境適

応等で説明されることが多い。 

一方、IT 企業の多角化はデジタル資産を基盤とし、限界費用を抑えつつ拡張し得る点で

特徴的である。そのため参入が容易と理解されがちだが、実務上は参入後の運用・統合が進

まず、期待されたシナジーが発現しないケースも少なくない。そこで本研究は、一般的要因

を土台としつつ、IT 企業に特有の実行段階要因を追加導出し、成功・失敗の分岐点を説明

する枠組みの構築を試みる。 

 

第 3 章 仮説と検証方法 

本章では、仮説要因の設定と検証方法（事例比較分析）を示す。先行研究に基づき、一般

企業にも共通する要因として①〜⑦を設定する。 

① スケーラビリティの早期実現（短期間で利用規模を伸ばせること） 

② 既存資産との戦略的統合（資産を組み合わせ、相乗効果を発揮できること） 

③ 先行投資を許容できる財務・組織体制（赤字局面でも投資を継続できること） 

④ ガバナンスと統合マネジメント能力（意思決定・統制を一元化できる能力） 

⑤ 外部環境との整合性（制度・競争環境に適合できること） 

⑥ 多角化の深さ（度合い）の最適設計（多角化の深さを適切に設計できること） 

⑦ 事業展開当初の位置づけの明確化（優先度・方針を明確にできること） 

仮説段階では、IT 企業に特に影響が大きい要因として、①②を有利要因、④をリスク要

因として重視した。 

検証は、通信・プラットフォーム企業の金融領域進出における 4 事例（PayPay／LINE Pay、

楽天証券／LINE 証券）を対象に行う。各事例について、参入・展開の時系列、目的・KPI・

成果、成長から収益化（または撤退）への転換過程、仮説要因ごとの作用を整理し、成功／
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失敗の分岐点を抽出する。さらにクロスケース比較により、産業別（決済・証券）の影響度

を評価し、仮説要因以外の追加要因を導出する。 

 

第 4 章 事例分析 

本章では、IT企業によるコード決済（PayPay／LINE Pay）および証券（楽天証券／LINE

証券）への進出事例を分析し、仮説要因の作用と分岐点を整理する。 

PayPay は短期間で利用者・加盟店を拡大し、需要刺激、加盟店網拡大、既存資産統合を

同時並行で進めた。重要なのはユーザー母集団の大きさ自体ではなく、登録摩擦の低減、利

用導線、インセンティブ設計により決済利用への転換を早期に回した点である。加えて、経

済圏統合により継続利用と加盟店メリットを高め、臨界点到達まで投資を継続する体制が

普及競争を支えた。 

一方、LINE Pay は送金中心に偏り対面決済へ転換しにくく、加盟店開拓の遅れ等により

ネットワーク効果が回りにくかった。さらに、LINE の強みと決済に必要な能力（加盟店営

業、統制、事故対応等）の補完関係を十分に構築できず、投資長期化の中で劣勢が固定化し

た可能性が高い。加えて、本体・Pay・Financial・銀行連携に分断された体制のもとで意思

決定と実行の一元化が進まず、統合と立ち上げの遅れを招いた点も早期拡大を妨げた。以上

より、決済では、「①スケーラビリティの早期実現」「②既存資産との戦略的統合」に加え、

「③先行投資を許容できる財務・組織体制」および「④ガバナンスと統合マネジメント能力」

の影響が大きく、「投資を継続し切れるか」と「統合を速く回せるか」が分岐点となった。 

PayPay と LINE Pay のクロスケース比較の結果は、図表 1の通りである。 

図表 1クロスケース比較結果：Yahoo! Japan➡PayPay VS LINE➡LINE Pay 

※出所：筆者作成 

 

クロスケース比較の結果、①〜⑦は差異を相当程度説明する一方、「立ち上げの速さ」「改

善・拡張の回転速度」といった実行面の差は十分に記述し切れない。 
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図表 2 Yahoo! Japan と LINE における決済事業参入までの沿革比較 

※出所：企業の公式 HPおよび Wikipedia に基づき作成 

 

そこで (1)有識者ヒアリングから得られた成功・失敗要因の整理、(2)両社の事業展開沿

革（図表 2）から確認できる事前蓄積の差に基づき、仮説要因に含まれていない追加要因⑧

「技術資源の統合スピードと迅速な立ち上げ能力」および⑨「技術的距離の近さ」を抽出し、

フレームの拡張を行う。 

次に、証券業界への進出事例（楽天→楽天証券 VS LINE→LINE 証券）を分析する。楽

天証券は、オンライン証券としての基盤機能と運用能力を内包しつつ、楽天経済圏（カード・

銀行・EC 等）と高密度に統合することで、顧客獲得と取引活性を実現してきた。要因①で

は、経済圏内の顧客接点から証券へ送客し、口座開設・取引への転換を促進する導線が機能

した。要因②では、ポイント投資や銀行連携等を通じて、取引頻度・資産残高の増加を促す

循環を形成した。証券は決済以上に基幹機能が重く、運用要件が競争力を規定しやすい。楽

天は証券を中核に、機能拡張と運用改善を継続し得る体制を有し、規制環境の下でもサービ

ス改善を積み重ねた点が成功を支えた。 

一方、LINE 証券は UI・集客面で強みを持つものの、証券業務の重い運用要件と規制対応

において制約が大きかった。フロントは迅速に構築できても、バックエンド側の基幹機能・

運用に外部依存が残る場合、変更や改善に時間を要し、スピードが競争力になりにくい。要

因⑤の影響は証券で相対的に大きく、参入障壁と運用負荷が高い市場では、単なる顧客接点

の強さだけで優位を確立することは難しい。結果として、統合・改善の速度が出ず、競争力

格差が固定化しやすい。 

 

 

図表 3 楽天と LINE における証券事業参入までの沿革比較 

※出所：企業の公式 HPおよび Wikipedia に基づき作成 
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さらに、図表 3が示すとおり、楽天は楽天経済圏の基盤を証券事業へ転用しやすく、ポイ

ント・銀行・証券を高い水準で統合することで、スケール獲得と収益化を先行させた。加え

て、DLJdirect を M&A により取り込み、証券の基幹機能を自社内に内包したことで技術的距

離が近くなり、統合・機能拡張を高速に進めることが可能となった。 

一方 LINE は、野村 HD との合弁により参入したため基幹機能への依存が残り、フロント

領域の強みに対して証券基幹との距離が大きかった。その結果、統合や内製による拡張を進

めにくく、改善の回転速度を上げづらかった。したがって証券領域では、⑧「技術資源の統

合スピードと迅速な立ち上げ能力」および⑨「技術的距離の近さ」が、成否をより直接的に

規定する形で表れやすい。 

楽天証券と LINE 証券のクロスケース比較結果は、図表 4の通りである。 

図表 4クロスケース比較結果：楽天➡楽天証券 VS LINE➡LINE 証券 

※出所：筆者作成 
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第 5章 考察 

 

図表 5 各要因の影響度評価（IT→コード決済 vs IT→証券） 

※出所：クロス比較結果(図表 1・4)に基づき作成 

 

図表 6 各要因の影響度のレーダーチャート（IT→コード決済 vs IT→証券） 

※出所：図表 5に基づき作成 

 

本章では、影響度評価（図表 5・6）に基づき、仮説と実証結果のギャップ、および産業別

の要因差を考察する。仮説段階では①②④を重視したが、分析の結果①②は想定どおり高影

響であった一方、③先行投資耐性が想定以上に高影響となった。多角化の成否は「作れるか」

よりも「規模獲得まで投資を継続できるか」に左右されやすく、③が立ち上げ局面とスケー
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ル獲得局面の双方を強く規定したためである。④は、単独で成否を決定づけるというより、

意思決定・実行の一元化が崩れた際に立ち上げが遅延しやすい「下振れリスク要因」として

作用した。なお影響度は産業によって異なり、コード決済では一元化の巧拙が立ち上げ速度

に直結するため高影響となる一方、証券では他要因と比べて相対的に影響が小さい結果と

なった。 

さらに、事例分析を通じて⑧統合スピードと⑨技術的距離の近さが高影響要因として抽

出され、「統合摩擦を抑えつつスピードで規模を取り切れるか」が成否を規定する可能性が

示唆された。決済では①②③⑧が特に重要で、⑨は⑧（統合摩擦）を介して間接的に影響す

る。一方、証券では⑤の影響が大きく、基幹機能をどこまで内包・統合できるか（⑨）が⑧

の速度に直結し、影響がより直接的に表れやすい。 

 

第 6 章 結論 

本章では、分析結果を総括し、IT 企業の多角化戦略に対する示唆を提示する。本研究の

分析から、IT企業の多角化の成否は、一般企業に共通する要因に加え、IT企業の特性を反

映した要因である「技術資源の統合スピード（迅速な立ち上げ能力）」と「技術的距離の近

さ」によって大きく左右されることが確認された。ただし、各要因の影響度は進出先産業（コ

ード決済・証券）によって異なる。 

IT 企業にとって重要なのは「参入できるか」ではなく、参入後にどれだけ迅速に立ち上

げ、統合し、運用として定着させられるかである。とりわけ、スケールの早期実現、既存資

産との戦略的統合、先行投資を許容する体制、技術統合・立ち上げの実行力は、両産業にお

いて成功と強く結びつく高影響要因であった。一方、ガバナンスと統合マネジメントは意思

決定・実行の一貫性を支えるが、影響度は産業特性で異なり、コード決済では立ち上げ速度

に直結する一方、証券では相対的に小さい結果となった。 

また、技術的距離の近さも高影響要因であるが、単独で成功を決定づけるのではなく、統

合の難易度や立ち上げ速度を通じて、他要因へ波及する形で作用する。すなわち、距離が近

いほど早期の立ち上げ・統合が容易となり、距離が遠いほど統合力や制度対応力の差が成否

を分けやすい。従って、IT 企業の多角化戦略の本質は「何に参入するか」だけでなく、立ち

上げと統合をどれだけ速く、かつ一貫して実行できるかにある。 

次に、本研究の意義は、IT 企業の異業種多角化の成否を「9要因の組合せ」と「進出先産

業による重要度の違い」という観点から整理し、参入時点の判断だけでなく参入後の実行が

成否を左右することを示した点にある。 



2025 年度 グラデュエーションペーパー予稿 

11 
 

学術的には、スケーラビリティ、既存資産との統合、先行投資体制、ガバナンス、外部環

境、多角化の深さ、初期位置づけ、技術統合・立ち上げスピード、技術的距離の相互作用に

よって成否が規定される構造を提示し、「関連性」や「資源共有」といった入口要因に加え

て、統合・立ち上げ・運用定着という実行フェーズの重要性を理論的に位置づけた。さらに、

コード決済ではスケール獲得と実行スピードが支配的である一方、証券では規制・制度等の

外部環境や技術的距離、基盤統合の難易度が収益化を左右しやすいことを明らかにし、技術

的距離を統合難易度と立ち上げ速度を規定する基盤要因として再定義した。 

図表 7 戦略チェックリスト 

※出所：筆者作成 

 

実務的には、「どの業界に参入するか」だけでなく「参入後に何をどれだけ速く実現でき

るか」を事前に点検する視点を提供した。つまり、自社が戦略チェックリスト（図表 7）を

利用し、9つの要因それぞれを、参入したい業界の特性と照合し、特に技術的な距離と統合・

立ち上げ速度を軸に、立ち上げ→統合→運用定着まで実行できるかを事前に見極める必要

がある。 

 

第 7 章 課題と今後の研究 

本章では、本研究の限界と今後の研究課題を整理する。 

第一に、本研究は公開情報を中心とした分析であり、企業内部の意思決定過程や投資配分

の詳細、提携交渉の実態などは十分に把握できていない。今後は、追加ヒアリングや一次デ

ータの拡充により、④ガバナンスや③投資耐性が意思決定にどのように反映されたかを精

緻化する必要がある。 

第二に、対象が日本の通信・プラットフォーム企業に限定されており、一般化には制約が

ある。今後は事例を拡張し、他業種（保険、融資、資産運用等）への適用可能性を検討する

必要がある。 

第三に、本研究は主に質的比較に基づくため、影響度評価の定量化には限界がある。将来

的には、要因①〜⑨を変数化し、複数事例に対してスコアリングやイベント分析等を導入す

ることで、より再現性の高い評価枠組み（難易度評価モデル）へ発展させたい。 
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